
 
 
 

広域連携・地方分権 アンケート結果の速報

■ 関西社会経済研究所では地方分権や広域連携に関する研究を行っている。 
本年６月に、地方分権及び広域連携に関する意識調査を実施したので、概要を 
紹介する。 

 
 
 

アンケートの概要 

１．対象者 合計 ６００名 
      内訳 大阪府４００名、京都府１００名、兵庫県１００名 

         さらに、２０代、３０代、４０代、５０代、６０代～の分類を 
         設定し、それぞれ同数とした。 

２． 実施時期 ６月上旬 
３．設問   合計３０問 
        内訳 

・回答者に関する事項３問 
     ・大阪府関連１７問 

・広域連携関係１０問 
 

４． 回答結果の概要 詳細は次ページ以降参照 
     ＜ポイント＞ 

 

☆ 関西人意識は４１％と市民や国民意識を上回る 
☆ 橋下改革の支持率は７３％  
☆ 大阪府が財政支出を充実すべきは医療、治安・防犯 
☆ 自治体増税に賛成は７１％ 
☆ 関西広域連合が取り組むべき分野は医療と防災 
 

 
  ＊＊ 尚、アンケート結果の詳細な分析は別途、ホームページに掲載予定 
 
                                担当： 北浦 (Tel 06-6441-0550) 
 



＜回答者に関する事項＞ 
  関西人意識が強いのは大阪、弱いのは兵庫であるが、差異は少ない。 

市民 府民 関西人 国民 どの意識が強いか（１つ）　ー　全体
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＜大阪府関連＞ 
      財政事情を考慮し、サービス低下もやむなしとの回答が多い 

橋下知事「財政再建プログラム」への意向（２つまで）ー全体

0

10

20

30

40

50

60

賛
成

で
あ

る

サ
ー

ビ
ス

低
下

や
む

を
得

ず

サ
ー

ビ
ス

低
下

す
れ

ば
反

対

行
政

の
ツ

ケ
を

負
わ

さ
れ

反
対

住
民

無
関

心
も
原

因
、賛

成

自
分

へ
の

影
響

不
明

で
不

安

橋
下

知
事

に
投

票
だ

か
ら
同

意

国
が

責
任

を
負

うべ
き

財
政

破
綻

目
前

、削
減

仕
方

な
い

支
出

削
減

の
不

景
気

懸
念

、反
対

収
入

増
大

方
法

検
討

す
べ

き

そ
の

他
＿

わ
か

ら
な

い

％

 
 
  大阪府赤字の責任は自治体の議員にあるとの回答が最も多い。 
 

大阪府の財政悪化の主責任について（３つまで）ー全体
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  財政支出拡充すべき分野は医療、治安・防犯が際立って多い。 
  一方、交通・道路やまちづくりは少ない。 

財政支出を選択し集中すべき分野（３つまで）ー全体
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  条件付きも含めると、７１％が自治体増税に賛成の回答。 
 

住民サービス向上ための自治体増税（１つ）　ー　全体
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＜広域連携関連＞ 
    広域連携の必要性は８２％が認識と回答。 
    しかし、道州制導入による府県合併を合理的と感じるのは３０％台。 
    ３府県の中で抵抗感が最も強いのは京都府の４４％。 

府県連携の行政協力の必要性について（１つ）ー全体
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道州制導入による、大阪府、京都府、兵庫県の合併（１つ）ー全体
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    関西広域連合への期待では広域医療、広域防災が際立っている。 
    文化振興や外国人観光客誘致への期待は低い。 

「関西広域連合」が連携すべき分野（２つまで）  ー全体
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